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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電材を分散及び粉砕する誘導電界粉砕装置であって、
　外周面に複数のカッター用の突起が形成された粉砕部と;
　前記粉砕部の内部に備えられ、電界を発生させて前記導電材を前記粉砕部に付着させる
電源部と;
　前記粉砕部の外側に位置し、前記粉砕部に付着された導電材を分散及び粉砕するビーズ
が備えられたチャンバと
　を含み、
　前記導電材は、前記電源部の電界により方向性を有する
　誘導電界粉砕装置。
【請求項２】
　前記粉砕部は、円筒状のスパイクミル構造でなって、回転自在に備えられる
　請求項１に記載の誘導電界粉砕装置。
【請求項３】
　前記導電材は、カーボンナノファイバー(CNF、Carbon Nano Fiber)又はカーボンナノチ
ューブ(CNT、Carbon Nano Tube)である
　請求項１または２に記載の誘導電界粉砕装置。
【請求項４】
　前記チャンバに備えられたビーズは、ジルコニアビーズ(Zirconia beads)である
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　請求項１から３のいずれか１項に記載の誘導電界粉砕装置。
【請求項５】
　前記チャンバは、前記粉砕部の接地機能を含む
　請求項１から４のいずれか１項に記載の誘導電界粉砕装置。
【請求項６】
　前記導電材は、前記電源部の電界により前記粉砕部から垂直方向に整列され、前記粉砕
部の回転時に前記突起を介して粉砕される
　請求項１から５のいずれか１項に記載の誘導電界粉砕装置。
【請求項７】
　前記粉砕部の突起と前記チャンバのビーズとの間を設定し、前記導電材の粉砕の長さを
調節する
　請求項１から６のいずれか１項に記載の誘導電界粉砕装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［関連出願の相互参照］
　本出願は、2016年3月23日付韓国特許出願第10-2016-0034679号に基づいた優先権の利益
を主張し、当該韓国特許出願の文献に開示された全ての内容は、本明細書の一部として含
まれる。
【０００２】
　本発明は、誘導電界粉砕装置に関し、特に難分散性導電材であるCNT、CNFの粉砕効率を
高めて分散性を増大させるための誘導電界粉砕装置に関する。 
【背景技術】
【０００３】
　一般的に、導電材はリチウム二次電池内の電子の移動経路であり、最近には既存のカー
ボンブラック(Carbon black)の代わりに、高い伝導性と、活物質間の直接的な経路を形成
して少量の使用にも類似した水準の抵抗とを有することができるカーボンナノファイバー
(CNF、Carbon Nano Fiber)又はカーボンナノチューブ(CNT、Carbon Nano Tube)が注目さ
れている。
【０００４】
　一方、カーボンナノファイバー(CNF、Carbon Nano Fiber)又はカーボンナノチューブ(C
NF、Carbon Nano Tube)の場合、高い比表面積と構造的な特性により工程性及び運搬性が
不良であるため圧縮方式で運搬されており、また、二次電池への適用時には分散を容易に
するために粉砕工程を伴わなければならない。
【０００５】
　このとき、従来には粉砕工程を介して所望のサイズと分散状態を得るためには多数の粉
砕作業が必要であり、これを解決するための工程の改善を介して生産時間の短縮と生産品
質の均一性の確保が必要である。
【０００６】
　しかし、従来には粉砕装置によるカーボンナノファイバー(CNF、Carbon Nano Fiber)又
はカーボンナノチューブ(CNF、Carbon Nano Tube)の粉砕は、方向性を有する構造的特性
上、所定のサイズ以下では粉砕特性が低下し、これにより粉砕作業が長引くことになると
いう問題点があった。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、前記問題点を解消するための誘導電界粉砕装置に関し、特に難分散性導電材
であるCNT、CNFの粉砕効率を高めて分散性を増大させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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　このような本発明は、導電材を分散及び粉砕する誘導電界粉砕装置であって、 外周面
に複数のカッター用突起が形成された粉砕部と; 前記粉砕部の内部に備えられ、電界を発
生させて前記導電材を前記粉砕部に付着及び整列させる電源部と; 前記粉砕部の外側に位
置し、前記粉砕部に付着された導電材を分散及び粉砕するビーズが備えられたチャンバと
を含み、前記導電材は前記電源部の電界により方向性を有することができる。
【０００９】
　前記粉砕部は、円筒状のスパイクミル(spike mill)構造でなって、回転自在に備えられ
てよい。
【００１０】
　前記導電材は、カーボンナノファイバー(CNF、Carbon Nano Fiber)又はカーボンナノチ
ューブ(CNF、Carbon Nano Tube)が適用されてよい。
【００１１】
　前記チャンバに備えられたビーズは、ジルコニアビーズ(Zirconia beads)が適用されて
よい。
【００１２】
　前記チャンバは、前記粉砕部の接地機能を含んでよい。
【００１３】
　前記導電材は、前記電源部の電界により前記粉砕部から垂直方向に整列され、前記粉砕
部の回転時に前記突起を介して粉砕されてよい。
【００１４】
　前記粉砕部の突起と前記チャンバのビーズとの間を設定し、前記導電材の粉砕の長さを
調節することができる。
【発明の効果】
【００１５】
　以上のような本発明は、カーボンナノファイバー及びカーボンナノチューブを、電界を
介して粉砕装置から垂直方向に固定させて粉砕効率を増大させることができ、これにより
粉砕回数を減らして工程の費用及び時間の減縮に効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の誘導電界粉砕装置を示す図である。
【図２】本発明の誘導電界粉砕装置を示す斜視図である。
【図３】本発明の誘導電界粉砕装置における導電材の整列状態を示す断面図である。
【図４】本発明の誘導電界粉砕装置における導電材の整列状態を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明の実施例を、図面を参照しつつ詳細に説明する。
【００１８】
　本発明の誘導電界粉砕装置は、図１から図４に示されているところのように、突起101
が形成された粉砕部100と、電界を発生させる電源部110と、ビーズ121が備えられたチャ
ンバ120と、電界により方向性を有するようになる導電材130とを含む。
【００１９】
　図１及び図３に示されているところのように、粉砕部100は、外周面に複数のカッター
用突起101が形成された粉砕装置である。
【００２０】
　このとき、粉砕部100は、円筒状のスパイクミル構造で形成され、回転しつつ粉砕が行
われるようにする。
【００２１】
　図１及び図２に示されているところのように、電源部110は、粉砕部100の内部に備えら
れて電源の印加時に電界を発生させる。
【００２２】
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　チャンバ120は、粉砕部100の外側に位置し、内部にビーズ121が備えられ、粉砕部100の
回転時に後述する導電材130がビーズ121と突起101の間の運動エネルギーにより物理的に
粉砕できるようにする。
【００２３】
　また、チャンバ120は、電源部110の電源が発生した時、粉砕部100の接地が可能となる
ように接地機能を含むことができる。
【００２４】
　図３及び図４に示されているところのように、導電材130は、粉砕部100の突起101とチ
ャンバ120のビーズ121との間に備えられ、電源部110の電界により方向性を有するように
なる。
【００２５】
　このとき、導電材130は、カーボンナノファイバー(CNF、Carbon Nano Fiber)又はカー
ボンナノチューブ(CNT、 Carbon Nano Tube)が備えられてよい。
【００２６】
　また、チャンバ120に形成されたビーズ121は、屈折率と耐食性が大きく融点が高い鉱物
のジルコニアビーズ(Zirconia beads)が備えられるようにして、導電材130の粉砕時に強
度が高いことから摩耗されないようにする。
【００２７】
　このように、導電材130は、電源部110の電界により、誘導電界が発生する時、粉砕部10
0から垂直方向に整列されて粉砕部100の突起101とチャンバ120のビーズ121との間に垂直
に位置した状態で、粉砕部100の回転時に突起101を介して粉砕される。
【００２８】
　このとき、粉砕部100の突起101とチャンバ120のビーズ121との間を設定し、導電材130
の粉砕の長さを調節することができるようにする。
【００２９】
　すなわち、本発明は、外周面に複数のカッター用突起101が形成された粉砕部100と、粉
砕部100の内部に備えられて電界を発生させる電源部110と、粉砕部100の外側に位置し、
内部にビーズ121が備えられたチャンバ120と、粉砕部100の突起101とチャンバ120のビー
ズ121との間に備えられ、電源部110の電界により方向性を有するようになる導電材130と
を含み、カーボンナノファイバー及びカーボンナノチューブを誘導電界を介して粉砕装置
から垂直方向に固定させ、粉砕時に導電材130の粉砕効率を増加させることができ、これ
により粉砕の回数を減らして工程の費用及び時間を減縮させる。
【００３０】
　本発明の範囲は、前記詳細な説明よりは後述する特許請求の範囲により示され、特許請
求の範囲の意味及び範囲、さらにその均等概念から導き出される多様な実施形態が可能で
ある。
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